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の後の除去債務発生時に予測，見積計上する  5） 。その見積額は，割引価値によって算出される。
その数値は，除去債務取得時の際には，資産除去債務の負債計上額と同額の資産（有形固定
資産）を計上する方法で示される。そのため貸借対照表の資産および負債には，将来キャッ
シュ・フローの見積額という多くの見積，予測，判断  6） を伴う数字が計上される。 
 ②時の経過による資産除去債務の調整額の算定には，利子配分法が適用され，その仕訳は，借












5）  加藤盛弘，『負債拡大の現代会計』森山書店，2006年，125ページ。 












































































































































































































































































何も計上しない なし なし 未確定 将来キャッシュ・フローの計上なし
 Ⅳ　資産除去債務会計導入のもたらす意味 
 1．資産除去債務の貸借対照表及び損益計算書への認識 
 資産除去債務の計上 
 ↓ 
 公正価値によって測定された将来キャッシュ・アウトフローを負債として計上 
 ↓ 
 収益費用アプローチから資産負債アプローチへの変更 
 ↓ 
 認識の拡大をもたらし，その結果負債の早期計上 
 ↓ 
 将来キャッシュ・フローの予測に有用 
 2．資産除去債務のキャッシュ・フロー計算書への認識 
 資産除去債務のキャッシュ・フロー計算書への注記 
 ↓ 
 将来キャッシュ・アウトフローを実現キャッシュ・フローに関連するであろう情報として開
示 
 ↓ 
 実現キャッシュ・フローと将来キャッシュ・フローを結びつける情報の開示 
 ↓ 
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 キャッシュ・フロー計算書は，公正価値によって測定された将来キャッシュ・フローのアン
カー（錨）的役割を果たすこととなろう。 
 Ⅴ　キャッシュ・フロー計算書の役割 
 ●実現キャッシュ・フロー情報を財務諸表の1つとして提供することで，キャッシュ・フロー
と利益の関連を示す。 
 ↓ 
 利益の質を計る 
 ●キャッシュ・フロー計算書に求める役割の質的変化 
 補足的役割 
 ↓ 
 アンカー的役割 
 ●キャッシュ・フロー計算書のアンカー的役割 
 　利益とキャッシュ・フロー情報を関連づけることで利益の信頼性の低下を防ぐ 
 ↓ 
 　キャッシュ・フロー計算書が将来キャッシュ・フローと実現キャッシュ・フローを結び付け
るアンカー的役割を果たす 
 ●そのため，キャッシュ・フロー計算書の役割に変化が見られる。 
利益情報 利益とキャッシュ・フローの関係 特徴
キャッシュ・フロー計
算書の役割
絶対的な信頼性がある
利益の総計
＝
実際キャッシュ・フロー
の総計
実際キャッシュ・フロー
よりも認識時期の早い
利益情報の方が将来
キャッシュ・フローの
予測に有用
利益情報の補足的役割
絶対的ではないが信頼
性が高い
利益の総計
≒
実際キャッシュ・フロー
の総計
信頼性が低い
利益の総計
≠
実際キャッシュ・フロー
の総計
将来キャッシュ・フロー
の予測には利益情報と
実際キャッシュ・フロー
情報を合わせたものが
必要
利益情報のアンカー的
役割
資産除去債務会計にみるキャッシュ・フロー計算書の役割
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 結びにかえて 
 ・資産除去債務会計の導入によって，会計情報に将来事象が取り込まれることになった。これ
は合理的な経済的実態を明らかにすることになり，投資意思決定に役立つ情報といえよう。 
 ・また公正価値によって測定された，すなわち不確実で検証不能な将来キャッシュ・フローを
実現キャッシュ・フローと結びつける情報として提供することで，キャッシュ・フロー計算
書が将来キャッシュ・フローと実現キャッシュ・フローをつなぐアンカー的役割を果たし，
公正価値の信頼性を高めようとしているのではなかろうか。 
 　なお，この研究は，更なる整理を重ねたうえで，近いうち論文として報告する予定である。 
 
（本稿は，日本組織会計学会研究会2011年度第3回（2012年3月）で報告したレジュメに加筆修
正したものである。）
